
【事務事業シート（政策的経費）】

1

2

見直し方向性

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

累計29件のサテライトオフィス開設を把握しており、KPIの目標を達成。産業立地ミーティングやモニターツアーに参加した企業

がオフィス開設に積極的であるなど、今後も引き続き事業を通じた企業との関係性強化とアプローチを継続していく。

千円

決算額 5,129 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 5,196 千円
最終現計予

算額

実績値 件

達成率 145.00 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 29 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 ー 件 目標値 ー

時点･期間 ー

現状値 17 件

目標値 20 件 目標値 ー

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 H29～R4年度見込 時点･期間 H29～R5年度 時点･期間 ー 時点･期間 ー

始期 H29

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

サテライトオフィス誘致件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 拡充

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

産業用地の確保等に合わせて、積極的な企業誘致活動を展開していくため、次年度以降、当該活動に係る経費を増

加させていきたい。

当初 事　項 サテライトオフィス誘致推進事業費 予算主管課 企業立地課

事　業

概　要

地方に興味を持つ潜在企業に向けた的確な情報発信及び情報収集を行うほか、「オフィス誘致

パートナー」として登録した民間事業者と連携し、県外企業の地元企業等との関係強化や仕事

の獲得につながる取組みを強化することで、サテライトオフィスを誘致する。

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

企業誘致活動を積極的に展開したが、産業用地の慢性的な不足（2023年度時点における県内の分譲可能面積0.95ha、全国45位）により製造業の誘致件数が

伸びなかったため。なお、IT関連企業については誘致に成功しているが、奨励金の交付を伴わない形での誘致であり、本指標の計算外であるため、反映して

いない。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 13,830 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額 15,445 千円
最終現計予

算額

達成率 ％ 達成率 ％

件 実績値 件

達成率 97.47 ％ 達成率 ％

88 件

実績値 77 件 実績値 件 実績値

82 件 目標値 85 件 目標値

H13～Ｒ7年度 時点･期間 H13～Ｒ8年度

現状値 76 件

目標値 79 件 目標値

H13～R4年度 時点･期間 H13～Ｒ5年度 時点･期間 H13～Ｒ6年度 時点･期間

R7

Ｋ  P  Ｉ

企業誘致・留置件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

当初 事　項 えひめ企業誘致総合強化事業費 予算主管課 企業立地課

事　業

概　要

雇用の拡大と地域経済の活性化に資するため、外部人材を積極的に活用するとともに、市町や

金融機関と連携し、ミーティング等による情報発信のほか、企業動向の収集・分析等を行うこ

とにより、企業誘致活動を積極的に展開する。

始期 S53

終期

令和５年度　　事後評価シート



3

4

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度及び６年度のKPI目標を達成できていることから、６年度の執行方法の見直しは想定していない。

また、７年度以降について、予算を継続していきたいと考えている。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 70 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 634 千円
最終現計予

算額

実績値 件

達成率 144.44 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 13 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 1000 件 目標値 1000

時点･期間 R8年度

現状値 5 件

目標値 9 件 目標値 10

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 S59

終期

Ｋ  P  Ｉ

国に許可され基金で実施した事業数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 拡充

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

産業用地の確保等に合わせて、積極的な企業誘致活動を展開していくため、次年度以降、当該活動に係る経費を増

加させていきたい。

当初 事　項 企業立地資金貸付基金積立金 予算主管課 企業立地課

事　業

概　要
企業立地の促進のために設置した基金に運用益を積み立てる。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

企業誘致活動を積極的に展開したが、産業用地の慢性的な不足（2023年度時点における県内の分譲可能面積0.95ha、全国45位）により製造業の誘致件数が

伸びなかったため。なお、IT関連企業については誘致に成功しているが、奨励金の交付を伴わない形での誘致であり、本指標の計算外であるため、反映して

いない。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 59,914 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
107,915 千円

最終現計予

算額

実績値 件

達成率 97.47 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 77 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 85 件 目標値 88

時点･期間 H13～Ｒ8年度

現状値 76 件

目標値 79 件 目標値 82

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 H13～R4年度 時点･期間 H13～Ｒ5年度 時点･期間 H13～Ｒ6年度 時点･期間 H13～Ｒ7年度

始期 S59

終期

Ｋ  P  Ｉ

企業誘致・留置件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 企業立地促進事業費 予算主管課 企業立地課

事　業

概　要

企業立地を促進し、雇用の確保や地域経済の活性化に資するため、県優遇制度を

適用した企業に対し奨励金等を交付する。



5

6

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度も現状を踏まえると、KPIは目標達成できると考

えられることから、６年度の執行方法の見直しは想定していない。

また、７年度以降について、予算を継続していきたいと考えている。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

概ね計画通りに推移している。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 59,588 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
104,853 千円

最終現計予

算額

実績値 ha

達成率 98.00 ％ 達成率 ％ 達成率

ha

実績値 4.9 ha 実績値 ha 実績値 ha

ha 目標値 ー ha 目標値 ー

時点･期間 ー

現状値 0 ha

目標値 4.9 ha 目標値 9.1

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 ー

始期 R2

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

産業用地面積

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度中に候補地の選定を完了し、令和６年度は市町の取組みを伴走支援していくこととしているため、令和

６年度の市町の進捗状況を見て判断していく。

当初 事　項 産業用地確保支援事業費 予算主管課 企業立地課

事　業

概　要

企業ニーズに合致する産業用地を確保するため、市町等が実施する産業用地造成

に向けた取組みを支援する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

令和５年度に４市において適地選定調査を実施済み。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 12,395 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 12,997 千円
最終現計予

算額

実績値 ha

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

ha

実績値 0 ha 実績値 ha 実績値 ha

ha 目標値 50 ha 目標値 50

時点･期間 R8年度

現状値 ー ha

目標値 0 ha 目標値 30

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 ー 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 R5

終期 R10

Ｋ  P  Ｉ

大規模産業用地計画面積（経過指標）※本来の成果指標：大規模産業用地面積

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

9月

補正

事　項 大規模産業用地確保推進事業費 予算主管課 企業立地課

事　業

概　要

企業誘致及び留置を進めるため、適地選定や開発プランの作成等により、市町と

協同して大規模産業用地の確保を推進する。


